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1．はじめに 

老朽化が進行した構造物は、維持管理

マニュアル等に基づく点検や健全度調査

を行い、補修または更新等の対策を行う。

対策にあたっては、ライフサイクルコス

ト（LCC）を考慮して長期的に構造物とし

ての機能を果たすことを目的として行わ

れる。 

本報文では、施工後 30 年以上経過して

いるボックスカルバート工の健全度調査

を行い、老朽化が進行していると判断さ

れた既設ボックスカルバート内に高耐圧

ポリエチレン管を挿入する管更生工によ

る対策事例について報告する。 

 

2．健全度調査 

2.1 対象構造物 

 対象構造物となるボックスカルバー

トは、施工から 30 年以上経過した現場打

ちのボックスカルバートで、最大土被り

約 7m、海岸線から約 500m 地点に位置す

る。図-1 および写真-1 に示すように、高

さ 1.9m×幅 1.8m×延長 21.0mの道路下を

通る横断暗渠工である。 

ボックスカルバート工の呑口部付近は

沢地形となっており、効果的に水を集め

ることができる。その水を吐口部にて排

水し、排水された水は自然に水路まで流

れる構造である。 
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図-1.健全度調査箇所 

 

 
写真-1.ボックスカルバート吐口部 

 
2.2 判定基準・点検ポイント 

ボックスカルバートの健全度調査は、

カルバート工内部の目視、打音等の調査

を行う。 

健全度調査は、表-1 および表-2 に基づ

き、第三者被害につながる恐れのある異

常を判定するものとした。 
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表-1 および表-2 に対象構造物の判定

の目安と判定基準を示す。 

健全度調査の異常箇所の判定と記録に

ついては、国土交通省道路局「総点検実

施要領(案)」(平成 25 年 2 月)に基づき点

検を実施した。 

 
表-1.カルバート工の異常判定基準 

点検対象 第三者被害につながるおそれのあるもの

横断暗渠工
(ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ)

・壁面構成部材が破損・劣化し、部材の
　一部が落下するおそれのある箇所。
・具体的には、側壁や頂版の浮き・剥離・
　クラックや、付属物等を含む鋼部材の
　著しい腐食、亀裂・破断、緩み、脱落等
　の見られるもの。

 
表-2.判定区分の目安 

判定区分 判定の内容

×異常あり
　(重大)

表-1の異常判定基準に該当する場合。
概略設計・予備設計の対象

×異常あり
　(軽微)

表-1の異常判定基準に該当する場合。

△異常あり
　(応急措置済み)

表-1の異常判定基準に該当していたが、応
急的な措置により第三者被害の可能性がな
くなった場合。

○異常なし 上記以外

 
点検方法は、図-2 のカルバート点検の

ポイントに示すように、カルバート上方

における盛土の段差、カルバート内部に

おける側壁や頂版コンクリートのクラッ

ク・剥離・鉄筋の露出、底版における水

たまり等に着目して行った。 

 

 

図-2.カルバート点検のポイント 

2.3 点検結果 

 点検結果より、本ボックスカルバート

では、頂版およびハンチ部において、全

体的にコンクリートが剥離し、鉄筋の露

出が確認された。また、露出している鉄

筋腐食の進行が著しい状況であった(写

真-2 参照)。さらに、底版部においては、

底版コンクリートの磨耗による劣化が確

認された(写真-3 参照)。 

 

 

写真-2.鉄筋露出状況 

 

写真-3.底版の摩耗状況 

 

 今後、部材の損傷が進行した場合、カ

ルバート工本体が損壊することにより、

道路アスファルト舗装への亀裂や段差等

の変状が発生すると考えられた。変状が

進行することで第三者に被害につながる

恐れがある。 

よって、本ボックスカルバートは、早

急な対策が必要と判断して、『×異常あり

(重大)』と判定した。 

 



3．対策工の選定 

3.1 対策工の比較検討 

対象構造物における対策工の概略比較

検討結果を以下に示す。 

対策工の比較検討については、第 1 案

「補修工法案」、第 2 案「ボックスカルバ

ート新設案」の 2 案にて、ライフサイク

ルコスト(LCC)を考慮して行った。 

各工法の概要は次のとおりである。 

 

第 1 案：補修工法案 

 初回補修は、頂版、底版の断面修復お

よび側壁の表面被覆とし、再補修は頂版、

側壁の断面修復とした工法である。 

 補修サイクルは、初回補修後から再補

修までは約 20 年、再補修から 2 回目以降

の補修約 15 年毎のサイクルとした。 

第 2 案：ボックスカルバート新設案 

 既存道路を開削し、新設カルバート工

を敷設する案である。 

 

3.2 比較検討結果のまとめ 

 比較検討の結果、第 2 案「ボックスカ

ルバート新設案」の初期費用は、第 1 案

「補修工法案」の初期費用と比較して高

価となるものの、20 年後の維持補修費用

は第 1 案が高価となる。そのため、ライ

フサイクルコスト(LCC)を考慮した場合、

第 2案は、第 1案と比較して安価となる。 

 よって、第 2 案「ボックスカルバート

新設案」を推奨案とした。 

表-3.LCC を考慮した概算工事費  

第1案：補修案 順位 第2案：新設案 順位

初期費用 5,619,000 1 8,614,000 2

補修費用
(20年後)

11,491,200 2 8,614,000 1

補修費用
(35年後)

17,362,800 2 8,614,000 1

4.対策工における課題の抽出 

4.1 周辺構造物への影響 

 対象構造物周辺は、図-3 に示すように

間知ブロック積擁壁や混合擁壁が隣接し

ている。また、図-4 に示すように最大土

被りが約 7m であり、ボックスカルバート

下の支持地盤は非常に密な礫岩である。

構造物を新設する際には周辺構造物に対

する影響が大きくなり、仮設工としてダ

ウンザホールハンマ工による土留壁が想

定され、費用の増大が課題となった。 

 

図-3.カルバート周辺の構造物 
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図-4.既設カルバート縦断図  

 

4.2 吐口部の洗掘防止 

 既設カルバート工の縦断勾配は約

21.3%であり、マニングの粗度係数より

n=0.015、流速約 19.0m/s、排水流量

44.59m3/s となる。流速が速く、吐口部

における洗掘による崩壊が想定された。 

よって、カルバート工の施工と合わせ

て吐口部の洗掘防止対策が課題となった。 

 



5．解決策 

5.1 周辺構造物への影響を踏まえた対策  

(1)比較検討 

 下記の 4 案にて構造物の比較検討を行

った。 

第 1 案：現場打ちボックスカルバート案 

第 2 案：プレキャスト 

ボックスカルバート案 

第 3 案：管更生工案 

第 4 案：高耐圧ポリエチレン 

パイプカルバート工案 

 上記の 4 案のうち、第 3 案の「管更生

工」は、既設ボックスカルバート内に高

耐圧ポリエチレンパイプカルバート（以

下、「高耐圧ポリエチレン管」と称す）を

挿入する工法である。 

その他の工法は、現地盤を開削し、所

定の箇所に新たに構造物を新設する工法

である。 

 
 

第 3 案の「管更生工」においては、掘 

削等の工事を必要としないため、周辺構

造物の撤去・復旧工の必要性がなく、経

済性や工期の面から最も優れることから、

本案を推奨案とした。 

以下に、「管更生工」の概要、メリット

等を示す。 

1)概要 

 管更生工は、既設管内に高耐圧ポリエ

チレン管を挿入し、空隙部にモルタルを

注入し充填する工法である。 

2)メリット 

①管本体が軽量であるため、人力施工(小

運搬等)が安全、容易に行える。 

②充填材(モルタル)による管体腐食の問

題がない。 

③継手部は簡単に接合でき、高い水密性

を有することができる。 

④他工種(カルバート新設案)と比べて工

期短縮が図れる。  
 

第1案：現場打ちボックスカルバート 第2案：プレキャストアーチカルバート 第3案：管更生工 第4案：高耐圧ポリエチレン管

構
造
図

概
要

・既設構造物を撤去し、同場所において現場打ちボック
スカルバートを施工する方法。
・現場打ちであるため、クレーン車等の大型車は必要とし
ない。
・地盤反力の大きさは4案中、最も大きい。

・既設構造物を撤去し、新設RCボックスカルバートを施工
する工法。
・工場で製作したプレキャストボックスカルバートを25tク
レーンで所定の場所に吊り込み、据え付ける工法。
・現地にて製品の仮置き場が必要となる。
・地盤反力の大きさは4案中、2位である。

・既設横断暗渠工内へ高耐圧ポリエチレン管を設置する
工法。
・既設暗渠工との空隙部には、モルタルを注入し、更生管
の固定および既設暗渠工の補強を行う。
・挿入前にあらかじめ挿入ステージ、軌条レール、浮上防
止具を設置し、ステージで管を接続してウインチにより、
既設内に挿入する。

・既設構造物を撤去し高耐圧ポリエチレン管を現場にて
施工する方法。
・コンクリート製品に比べて軽量であるため、運搬や据付
が容易である(トラッククレーン5t)。
・有効長さが標準5mであるため、接続箇所が少なく、効
率良く作業を行うことが可能である。
・地盤反力の大きさは4案中、最も小さい。

特
性

構造
・土工指針に基づき設計していることから、構
造的な問題はない。
・適用土被り(0.5～20m)、土被り3.0m：OK

◎
20点

・土工指針に基づき設計していることから、構
造的な問題はない。
・適用土被り(0.5～6m)、土被り3.0m：OK

◎
20点

・第4案と同様に土工指針に基づき設計して
いることから、構造的な問題はない。
・適用土被り(0.5～20m)、土被り3.0m：OK

◎
20点

・土工指針に基づき設計していることから、構
造的な問題はない。
・適用土被り(0.5～20m)、土被り3.0m：OK

◎
20点

品質・
維持管理

・「塩害対策」として、鉄筋かぶりを70mm確
保。
・塩害に対する耐久性は50年以上である。

○
16点

・「塩害対策」として、鉄筋かぶりを70mm確
保。
・塩害に対する耐久性は50年以上である。
・品質は、現場打ちボックスカルバートより良
い。

◎
20点

・塩害に対しての耐性があり、耐久性は50年
程度である。
・太陽の紫外線等による品質劣化の影響も
少ない。

◎
20点

・塩害に対しての耐性があり、耐久性は50年
程度である。
・太陽の紫外線等による品質劣化の影響も
少ない。

◎
20点

工期・
施工性

・現場製作のため、他案より施工性が劣り、
工期が長くなる。

△
12点

・二次製品であり、石垣島での製作が可能。
・二次製品の据付が主であるため、施工は早
い。

◎
20点

・県外からの海上輸送を行うため、資材の調
達に時間がかかる。
・軽量でかつ丈夫であり、人力施工との併用
も可能であり、施工性は良い。
・既設暗渠工に管を挿入するため、土工など
のその他工種を必要としない。

◎
16点

・県外からの海上輸送を行うため、資材の調
達に時間がかかる。
・軽量でかつ丈夫であり、人力施工との併用
も可能であり、施工性は良い。

○
16点

(

直
接
工
事
費

)

経
済
性

土工
本体構造物工
撤去・復旧工

2,848,000円/式
2,800,000円/式
3,417,000円/式 37

土工
本体構造物工
撤去・復旧工

2,848,000円/式
5,964,000円/式
3,417,000円/式 27

土工
本体構造物工
撤去・復旧工

0円/式
8,500,000円/式

0円/式 40

土工
本体構造物工
撤去・復旧工

2,848,000円/式
6,678,000円/式
3,417,000円/式 26

計9,065,000円 計12,229,000円 計8,500,0000円 計12,943,000円

評
価

85 87 96：推奨 82
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表-4.カルバート工比較表 



(2)断面検討 

 高耐圧ポリエチレン管をカルバート内

に挿入するための軌条レールの設置、固

定するためのバンド等の検討を行い、ハ

ウエル管の最大寸法を決定した。検討の

結果、高耐圧ポリエチレン管のサイズは

φ1350 となった。 

 図-5 に管更生工の断面図を示す。 
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気泡モルタル　　

両オーフ　M20   

M20×170

t=50mm程度

L=3.50m
浮上防止バンド FB-6×200　

注入パイプ(VP50)
100×200×200 程度　　　　　　　

木片　　　　　　　　　　　　　　

L7×100×100
軌条レール　　

M20×170
ホークアンカー

ターンバックル

ホークアンカー

調整コンクリート(18-8-20)  
図-5.管更生工断面図 

 
 管更生工の採用にあたっては、流域図

および流量計算等の検討を詳細に行い、

既設の断面に余裕がある場合に適用され

る。流量計算の結果、既設ボックスカル

バート工の流量には劣るものの本箇所も

断面には十分な余裕があり、管更生工の

適用には問題が無いと判断した。  
 

表-5.流域から算出する雨水量 

集水面積A(m2) 雨水流出量Ｑ(m3/s) 設計雨水量Q=Q0(m3/s)
対象箇所 219,115 4.200 4.200 

表-6.流量計算結果 

粗度係数ｎ 流速V(m/s) 流量Q(m3/s) 安全率(Q/Q0)
既設暗渠 0.015 19.088 44.590 10.62
管更生工 0.010 25.489 31.311 7.46  
 
(3)施工計画 

 管更生工の施工は、図-6～図-8 に示す

とおりで、道路上から高耐圧ポリエチレ

ン管をトラッククレーンにてカルバート

呑口部まで吊り下し、そこからウインチ

等を使用して吐口部まで高耐圧ポリエチ

レン管を既設カルバート内へ挿入する。

すべての高耐圧ポリエチレン管を挿入し、

接続した後、気泡モルタルにてカルバー

ト内空隙部の充填を行う。  
 

①調整コンクリート打設

②準備工(ウインチ固定、挿入ステージ、軌条レールの設置)

④既設管内へ管を挿入する(1本目)

⑦既設管内での継手部接合(1本目と2本目管内接合)

⑩エアーモルタル注入

⑥既設管内へ管を挿入する(2本目～7本目)

⑧管固定(2本目～6本目の浮上防止バンド・固定材設置)

⑨両端部のモルタル閉塞工の設置(注入、エアー抜きパイプの取り付け)

⑪注入状況確認

③挿入ステージに管設置(1本目)_写真-4

⑤所定位置(下流部)に管固定(浮上り防止バンド・固定材設置)_写真-5

 

図-6.施工フロー図 
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図-7.施工計画平面図 

呑口部 

吐口部



チルホール固定鋼
H型鋼（H-200*200*8*1

吐口部

・呑み口から挿入

・チルホールで引き込む

調整コンクリート
(σck=18kN/m2)

レッカー吊り降ろし

26728

チルホールで引き込み接合

軌条レール等辺山形鋼(100×100×7)

挿入ステージ 反力鋼板

ウインチ

挿入ステージ
H型鋼(H-100×100×6×8)

 

図-8.施工計画横断図 

 

 
写真-4. 高耐圧ポリエチレン管挿入状況 

 

 

写真-5.管更生工 施工状況  
 

5.2 吐口部の洗掘防止対策 

 高耐圧ポリエチレン管の粗度係数は

n=0.010 であり、既設カルバートの粗度

係数 n=0.015 より小さい値となる。その

ため、吐口部での洗掘防止対策が必要で

ある。 

洗掘防止対策は、図-9 に示すようにカ

ルバート吐口部にて、かご工による根固

めを行った。かご工により洗掘防止およ

び流速を低減させる仕様とした。また、

カルバート吐口部の両サイドは擁壁が設

置されているため、カルバート内空幅に

かご工を設置するものとした。かご工は

2 段積みとし、自然水路箇所まで導ける

仕様とした。 

 

写真-6.根固め工設置箇所 
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図-9.根固め工断面図 

 

6.おわりに 

 今回の事例のように、道路を横断する

ボックスカルバートの更新を行う場合、

道路利用状況、周辺構造物等から開削を

行って新たに構造物を設置することが困

難な場合が多い。当工法は、開削をせず

行える工法であることから、環境にも配

慮した工法であるといえる。 

 当工法は、全国的に整備事例が増加し

てきているため、今後、沖縄県内におい

ても整備事例が増えていくことを期待す

る。 
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